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研究要旨 
近年の生物障害の発生傾向を明らかとすることを目的に、昨年度までに実施した国内広

範囲の浄水場を対象とした生物障害に関するアンケート調査結果と、約 10 年前に実施され

た同様の調査結果を比較した。その結果、約 10 年前の調査と比べ、特に北海道・東北、関

東地方において生物障害の発生が増加していた。また、障害の種類別に見ると、異臭味障

害、ろ過漏出障害が増加し、ろ過閉塞障害が減少していた。異臭味障害の中でも、Uroglena
属による生ぐさ臭による障害が増加していることがわかった。 

 
A. 研究目的 
水道システムに危害を及ぼす生物には、病

原微生物のほか、飲料水の異臭味や着濁原因

となる生物、浄水処理を阻害する生物等（以

降、障害生物）が存在する。障害生物が水道

システムに及ぼす危害は「生物障害」と呼ば

れている。研究分担者らが実施した予備調査

によって、一部の浄水場では、生物障害の発

生により薬剤・電力使用量が増加し、浄水処

理コストが著しく増加することが明らかに

なっており、生物障害が水道システムに及ぼ

す影響は無視できない。しかしながら、健康

に直接影響を及ぼす化学物質等のリスクと

比較して、生物障害のリスクに関しては、そ

の実態把握やリスク低減に関する検討が遅

れているのが現状である。 
本年度は、近年の生物障害の発生傾向を明

らかとすることを目的に、昨年度までに実施

した国内広範囲の浄水場を対象とした生物

障害に関するアンケート調査結果 1)と、約 10
年前に実施された同様の調査結果 2)を比較し

た。 
 

B. 研究方法 
表 1 に約 10 年前に実施された調査と本研

究で実施された調査の概要を示す。どちらも

2 年間を調査対象としている。本研究の調査

対象水道事業体数は約 10 年前の調査に比べ

僅かに少ないが、無視できる程度の差と考え

られた。また本研究では、約 10 年前の調査

を参考に対象事業体を選定しており、選定に

よって生じる差は大きくないと推測された。

約 10 年前の調査期間と比べ、本調査期間の

平均気温は若干高く、特に夏期において高気

温であった。 
約 10 年前の調査と本調査において、地域

別の報告事例数、生物障害の種類別の報告事

例数を比較した。また、報告事例の多かった

異臭味障害については、臭気の種類や原因生

物の比較も実施した。約 10 年前の調査にお

ける報告事例数の詳細な集計方法は文献 2)

に記載されていなかったため、過去の調査担

当者にヒアリング調査を実施し、本調査の集

計でも可能な限り集計方法を近づけたが、完

全に一致させることは困難であり、必ずしも

正確な比較となっていないことに注意が必

要である。また、集計方法の統一によって、

前年度までの報告書 1)に記載されている事

例数とは異なる値となっていることにも注

意する必要がある。 



 

C. 研究結果および D. 考察 
１）地域別の生物障害の発生傾向 
図１に、地域別の生物障害の報告事例数の

比較を示す。約 10 年前の調査と比較して、

本調査においては、北海道・東北地方、関東

地方において生物障害の発生件数が特に多

かったことから、比較的高緯度の低水温地域

において生物障害の発生が増加傾向にある

と推測された。表 1 に示した通り、本調査期

間中の夏期は高気温であったため、主要な障

害生物であり、高水温を好むシアノバクテリ

ア（藍藻類）が、このような地域の水道水源

において増殖しやすかったことが、生物障害

発生増加の原因の一つであると示唆された。

今後の気候変動によって、生物障害の発生が

さらに増加するおそれもあり、気候変動への

適応策に関する検討を進めていくことが重

要である。 
 
２）種類別の生物障害の発生傾向 
図 2 に、種類別の生物障害の報告事例数の

比較を示す。約 10 年前の調査と比較して、

異臭味障害、ろ過漏出障害が増加し、ろ過閉

塞障害は減少していた。 
異臭味障害が増加した理由の一つに、平成

16 年に実施された水道水質基準等の改正が

挙げられる。水道水質基準として、カビ臭原

因物質であるジェオスミン、2-MIB が追加さ

れるとともに、水質管理目標設定項目に臭気

強度（TON）が設定されたことで、以前より

も異臭味問題が顕在化しやすくなったと推

測される。また、夏季の高気温（水温）の影

響で、異臭味障害の主要な原因生物であるシ

アノバクテリアが水道水源で増殖しやすく

なったことも理由の一つであると示唆され

た。 
ろ過漏出障害が増加した主な理由は、浄水

場（ろ過池）における濁度管理が以前よりも

厳格化されているためであると考えられる。

平成 19 年より従来の暫定指針が廃止され、

「水道におけるクリプトスポリジウム等対

策指針」が適用されたが、地表水を水源とし、

原水に指標菌が検出される浄水場では、ろ過

池の濁度を 0.1 度以下に維持することが求め

られている。 
ろ過閉塞障害が減少した主な理由は、複層

ろ過等の対策手法が普及したためであると

推測された。実際に、昨年度までに実施した

アンケート調査 1)においても、過去 10 年間

にろ過池の複層化を実施したと回答した水

道事業体が一部存在している。 
 
３）異臭味障害の発生傾向 
図 3 に、異臭味障害報告事例における臭気

の種類を示すが、約 10 年前の調査と比較し

て、本調査では生ぐさ臭による異臭味障害の

発生が多かった。また、図 4 に障害生物別の

異臭味障害報告事例数の比較を示すが、約

10 年前の調査と比較して、本調査では

Anabaena 属による障害が減少し、Uroglena
属による障害が増加していた。Uroglena 属は

生ぐさ臭を発する障害生物として知られて

おり、Uroglena 属による生ぐさ臭の被害が近

年増えていると推測された。本研究では生ぐ

さ臭による異臭味障害が増加した原因を明

らかとすることはできなかったが、カビ臭に

加えて生ぐさ臭による異臭味障害にも今後

注意を払っていく必要があると考えられた。 
 
E. 結論 
生物障害に関するアンケート調査結果を

比較することで、我が国の浄水場における生

物障害の発生傾向を明らかとすることがで

きた。高緯度地域でも生物障害が発生する傾

向にあり、これまで以上に生物障害対策を進

めていく必要性があると考えられた。 
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